
















































































































































































































































































ジユリスト94) 14頁・交通事故判例百選く第4版> (別冊ジユリスト152) 12頁、最尚
裁判例紹介「自動車の所有者でない所有者登録名義人が自動車損害賠償保障法三条に
いう自己のために自動車を運行の用に供する者にあたるとされた事例」法律時報48巻
2号l59頁参照。
I
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上告人Aは、当該自動車の運行供用者にあたるか否かが争われた事案であ
る。
原審は、被上告人Aは運行供用者にあたらないとして、その余の判断をす
ることなく上告人の同被上告人に対する請求を棄却。これに不服の上告人が
上告。
②判旨原判決中上告人Aの被上告人に対する請求部分を破棄差戻し。
自動車の所有者から依頼されて自動車の所有者登録名義人となった者が、
登録名義人となった経緯、所有者との身分関係、自動車の保管場所その他諸
般の事情に照らし、 自動車の運行を事実上支配、管理することができ、社会
通念上自動車の運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場
にある場合には、右登録名義人は、自賠法3条所定の自己のために自動車を
運行の用に供する者にあたると解すべきである。
原審の適法に確定した事実によると、被上告人Aは、昭和44年3月ころ、
本件自動車の所有者である被上告人Bから、その所有者登録名義人となって
いることを知らされ、これを了承するに至ったのであるが、被上告人Bは、
被上告人Aの子であり、当時満20才で、同被上告人方に同居し農業に従事し
ており、右自動車は同被上告人居宅の庭に保管されていたというのであり、
右事実関係のもとにおいては、同被上告人は本件自動車の運行を事実上支
配、管理することができ、社会通念上その運行が社会に害悪をもたらさない
よう監視、監督すべき立場にあったというべき'6であって、右自動車の運行
供用者にあたると解するのを相当とする。
③コメント
本件では、 自動車の所有者から依頼されて自動車の登録名義人となった者
が運行供用者にあたるか否かという命題の最高裁の判断基準として、同名義
人となった経緯、所有者との身分関係、自動車の保管場所その他諸般の事情
16植木・前掲注15･ 130頁参照。植木は、 自動車の連行についての事実上の支配・管理可
能性、 さらにそれを前提とした批害防止のための指示・制御を根底に侭く 「立場説」
の益場は運行供用者寅任の追及に新たなエポックを切り開くものとしている。
日野一成:織鵠の噸を稀して鋤抑艤上の耐読献猪と倣った＃が､自職3条の郵鱒賭に当たるとされた糊797
に照らし、 (i)自動車の運行を事実上支配、管理することができること、 (ii)
社会通念上自動車の運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき
立場にある場合、 自賠法3条の運行供用者責任を負うことを明示したうえ
で、被上告人Aが運行供用者に該当すると判断したものである'7．
その具体的な判断理由は、 (a)被上告人Aは、昭和44年3月ころ、本件自
動車の所有者である被上告人Bから、その所有者登録名義人となっているこ
とを知らされ、これを了承するに至った、 (b)被上告人Bは、被上告人A
の子であり、当時満20才で、同被上告人方に同居し農業に従事していた、 (c)
当該自動車は被上告人Aの居宅の庭に保管されていた、 という事実関係のも
とにおいては、被上告人Aは本件自動車の運行を事実上支配、管理すること
ができ、社会通念上その運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督す
べき立場にあったというべきであって、本件自動車の運行供用者にあたると
解するのを相当とするというものである。
上記の要素を総合的に判断し、当該自動車の運行支配において、被上告人
Aは本件自動車の運行を「事実上支配、管理することができること」から、
運行支配性に重点が置かれたものと考えられるが、従来の運行支配説がいう
運行支配とは異なる「監督、監視」的なものであり'8，親子関係のような人
'7田尾・前掲注15･ 123頁参照。田尾は、運行供用者の判断にあたって、連行利益・巡行
支配の概念は有効な迩具・基準であったが、本判決が、これらの二概念の言葉の使用
を敢えて避け、 「車の運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場」と
言った点につき次のように指摘する。すなわち、連行利益は、有形、無形、心理的、
感情的な利益までも含むことになって客観化、希薄化。連行支配も、本来の物椛的支
配からはなれて支配可能性、さらには支配すべき義務を怠った場合まで含むことになっ
て抽象化、規範化した。このような二概念の複雑化、多様化に伴い、中間項概念とし
て使用しにくくなった状況から、強いて同概念を用いる必要がないことを示したもの
としている。また、巡行供用者の判断にあたって、運行利益・運行支配の概念は有効
な道具・基準であったが、運行供用者の多種多彩な形態、内容に対応して右概念を修
正しているうちに、運行利益は、有形、無形、心理的、感情的な利益までも含むこと
になって客観化､希薄化した。運行支配も、本来の物権的支配からはなれて支配可能性、
さらには支配すべき義務を怠った場合まで含むことになって抽象化、規範化した、 と
している。
'8前掲注15･股間裁判例紹介参照。判例説明は、本判決は、名義人が諸般の事悩からみ
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的関係性から生じる運行支配と考えられる'9．
これを、供用支配説からみると、被上告人Aは、 「自動車を運転せしめた
という意味で供用支配が認められる者（子所有車の場合の親)」に該当する
のではないだろうか。本件において、被上告人Aと被上告人Bは家業の農業
を営み、同居同一生計の親子関係にあり、被上告人Aが名義人となり、保管
場所も被上告人Aの居宅スペースにあることから、外形的にも被上告人Aの
所有同然であり、抗弁説の観点からも被上告人Aが運行供用者ではないと認
定されることは困難であると考えられる。
4．生活保護費受給中の兄の名義貸与の依頼を承諾して自動車の名義
人となった別居別生計の弟が、自賠法3条の運行供用者に当たると
された事例（最判平成30年12月17日民集72巻6号1112頁20)
(1)事案の概要
本件は、Aが所有し運転する普通乗用自動車（以下「本件自動車」という）
に追突されて傷害を負った上告人らが、本件自動車の名義上の所有者兼使用
者である被上告人に対し、 自賠法3条に基づき、損害賠償を求める事案であ
る。一審（岡山地判平成29年2月3日民集72巻6号1122頁）は、被上告人を
自賠法3条の運行供用者と認めたが、原審（広島高判岡山支判平成29年10月
12日民集72巻6号1144頁）は、Aと被上告人は、生計を別にしていて疎遠で、
名義人は自動車の維持費や代金を出しておらず、どこに保管されているかも
て社会通念上自動車の運行が社会に害をもたらさないよう監視、監督すべき立場にあ
るかによって事を決めようとする見解を示しているとしている。
'9椎木・前掲注15･169頁参照。椎木は、従来の「連行支配」と「運行利益」の二概念に
固執するときはあらゆる事案への適用ができず、本件は、二概念を越えた新しい理論
的な「立場説」・「支配管理義務説」を展開し、 まず、家族関係利用一名義貸しの一角
から牙城が崩れ始めたと指摘している。
劃） 評釈として、 「名義の貸与の依頼を承諾して自動車の名義上の所有者兼使用者となった
者が自賠法3条にいう運行供与者に当たるとされたりI例」判例タイムズNo.1458･88頁、
松尾弘「自動車の所有者等名義の貸与者が自賠法3条の連行供与者に当たるとされた
事例［最一小判平30･ 12･ 17民熊72巻6号lll2頁]」法学セミナー778号(2019年ll月）
ll8頁参照。
日野一成:溌鯆の噸を承諾して鋤噸の溌上の所有識鯛者となった荷が､醗桜3条の運行側潴に当たるとされた”799
知らないといった事情から、単なる名義貸しをしただけで自動車の運行を事
実上管理・支配していたとは言えず、運行供用者に当たらないと判断。これ
に不服の上告人が上告。
（2）原審の事実認定
原審の確定した事実関係の概要は、次のとおりである。
①Aは、平成22年10月から生活保護を受けていた。Aは､平成24年3月頃、
本件自動車を15万円で購入することとしたが、 自己の名義で所有すると生活
保護を受けることができなくなるおそれがあると考え、弟である被上告人に
対して名義貸与を依頼し、被上告人は、これを承諾したcAは、同月下旬、
本件自動車を購入し、所有者及び使用者の各名義を被上告人とした。
②Aは、平成24年10月、岡山県倉敷市内において、 自己が運転する本件自
動車を、上告人Xlが運転し上告人X2が同乗する普通乗用自動車に追突させ
る事故（以下「本件事故」という）を起こした。上告人らは、本件事故によ
り傷害を負った。
③被上告人とAとは、平成24年当時、住居及び生計を別にし、疎遠であっ
た。被上告人は、本件自動車を使用したことはなく、その保管場所も知らず、
本件自動車の売買代金、維持費等を負担したこともなかった。
（3）判旨原判決破棄差戻し
上記事実関係によれば､被上告人は、Aからの名義貸与の依頼を承諾して、
本件自動車の名義上の所有者兼使用者となり、Aは、上記の承諾の下で所有
していた本件自動車を運転して、本件事故を起こしたものである。Aは、当
時、生活保護を受けており、自己の名義で本件自動車を所有すると生活保護
を受けることができなくなるおそれがあると考え、本件自動車を購入する際
に、弟である被上告人に名義貸与を依頼したというのであり、被上告人のA
に対する名義貸与は、事実上困難であったAによる本件自動車の所有及び使
用を可能にし、 自動車の運転に伴う危険の発生に寄与するものといえる。ま
た、被上告人がAの依頼を拒むことができなかったなどの事情もうかがわれ
ない。そうすると、被上告人とAとが住居及び生計を別にしていたなどの事
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情があったとしても、被上告人は、Aによる本件自動車の運行を事実上支配、
管理することができ、社会通念上その運行が社会に害悪をもたらさないよう
監視、監督すべき立場にあったというべきである。したがって、被上告人は、
本件自動車の運行について、運行供用者に当たると解するのが相当である。
（4） コメント
運行供与者か否かの認定は従来、当該自動車の運行支配と運行利益の観点
から判断されるのが、判例上の立場であり、原審は、Aの実弟が単なる名義
貸与者に過ぎず、両観点からすれば連行供与者にあたらないと判断したのに
対し、最高裁は、実弟の被上告人の名義貸しにより兄のAは自動車の所有・
使用が可能になったものであり、 自動車の運転に伴う危険の発生に寄与した
といえること、 また、兄のAからの依頼を拒むことができなかったという事
情があったとも認められないことから、被上告人はAによる自動車の運行を
事実上、支配、管理することができ、社会通念上、その運行が社会に害悪を
もたらさないように監視監督すべき立場にあったというべきであるとして、
名義貸しをした被上告人が運行供与者にあたると判断したものである。
すなわち、原審が単なる名義貸しでは、運行支配に当たらないとしたもの
を、最高裁は最判昭和50年の判旨「被上告人Bは、被上告人Aの子であり、
当時満20才で、同被上告人方に同居し農業に従事しており、右自動車は同被
上告人居宅の庭に保管されていたというのであり、右事実関係のもとにおい
ては、同被上告人は本件自動車の運行を事実上支配、管理することができ、
社会通念上その運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場
にあったというべきであって、右自動車の運行供用者にあたると解するのを
相当とする」に依拠して、単なる兄弟間の名義貸しであっても、社会通念上、
その運行が社会に害悪をもたらさないように監視監督すべきであり、運行支
配性が排除されないと判断したもので、 とりわけ、安易な名義貸しであって
も責任を伴うことを明示したものと評価される21o
2】 判タ・前掲注20･90頁参照◎判例解説は、本件では原則的に自動車を所有することが
U野一成:雛賎の蝿を締して自轆の雛上の耐読使Il蒲と#つた者が､ I1W3条の師側1着Iこ当たるとされた綱801
一方、これを供用支配説からみると、被上告人が「自動車を運転せしめた
という意味で供用支配が認められる者」に該当するか否かという問題であ
る。原審はこれを被上告人が単なる名義貸しにすぎないことから、運行供用
者性を否定した。 しかし、最高裁は、 「被上告人のAに対する名義貸与は、
事実上困難であったAによる本件自動車の所有及び使用を可能にし、自動車
の運転に伴う危険の発生に寄与するもの」として被上告人の運行供用者性を
肯定したものと考えられる。
しかしながら、当該自動車の取得費が15万円であったことを考慮すれば、
Aはたまたま別居別生計の実弟の上告人に便宜的に名義貸与を依頼し了承を
得たものと考えられる。すなわち、他人であれば、運行供用者性が否定され
る可能性が高いことから、最判昭和50年の同居同一生計の父子間の名義貸し
の事案と状況を異にしており、原審の判断の方が合理性が高いのではないだ
ろうか。
5．おわりに
最判平成30年は、別居別生計で疎遠になっている兄弟間であっても、 自動
車の名義貸しにより、 自動車の所有・使用が可能になったことに加え、所有
者の運転に伴う危険発生への寄与があったことから、事実上、 自動車の運行
支配、管理が可能で、社会通念上、その運行が社会に害悪をもたらさないよ
うに監視監督すべき立場にあったとして、名義貸し人の運行供用者の該当性
を肯定した。これは、最判昭和50年が同居|司一生計の親子間の名義貸しの
ケースをさらに発展させた見解と考えられるが、親族間の名義貸しのケース
に射程されることになるものと考えらえる。
しかし、本事例はAが生活保護受給者であったことから、他人への依頼を
跨踏し、実弟に名義貸しを依頼したものと考えられる。また、取得費15万円
できない生活保護を受けている人への名義貸しに誇鈍を鳴らす点でも亜要な意義があ
るとしている。
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の自動車は実質的に財産的価値はほとんどなく、生活保護者の自動車の取得
の問題については異論もあり22、実弟といえども、別居別生計で疎遠の実弟
に「自動車の運行支配、管理が可.能で、社会通念上、その運行が社会に害悪
をもたらさないように監視監督すべき立場」とすることは、やや行き過ぎた
論理であることは否めないのではないないだろうか。
一方、他人間の名義貸しについても最判平成30年が射程されるかという点
については、異論が生じるのではないだろうか。すなわち、最判平成30年の
判旨からすれれば、例えば、 「兄のAからの依頼を拒むことができなかった
という事情があったとも認められないこと」という点において、名義貸しの
多くは、依頼者との人的関係において、何らかの事情で名義貸しに応じるも
のであり、そこには多くは依頼を断ることも可能であろうと考えられる。こ
れをいかなる事情であったとしても、あるいは他人間でもすべて射程される
となると、 自動車の保有の在り方を根底から見直すことが迫られるものに
なってしまうことになり、 とりわけ他人の場合は、最判平成30年は射程され
ず、従来の二元説をベースに判断されるべきものと考えらえる。
(筆者は鹿児島国際大学経済学部准教授）
｡》｡》
ｰ一
丸谷浩介「自動叩保有を理由とする生活保護廃止処分に対する国家賠償請求が否定さ
れた事例（うるま市生活保護取消処分国家賠償請求事件・平成20年第606号損害賠償請
求事件那覇地判平23･3･ 10判例集未登救)」佐賀大学経済論集44巻2号参照。生活保
護法4条1項は、 「保護は、生活にI付窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あ
らゆるものを、その雌低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われ
る」と規定されることから、生活保護受給者が自動車保有を理由として、生活保護廃
止処分を受けることは異論があるものの一般的であると考えられる。
